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平成１１年度山梨県一般会計及び

特別会計歳入歳出決算について

１ 一般会計決算の概況

（単位：円、％）

区 分 １１ 年 度 １０ 年 度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 536,823,565,475 558,984,666,887 △22,161,101,412 △ 4.0

歳 出 総 額 Ｂ 521,187,651,813 541,660,639,631 △20,472,987,818 △ 3.8

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ 15,635,913,662 17,324,027,256 △ 1,688,113,594 △ 9.7

（形式収支額） ＝Ｃ

翌年度繰越財源額 Ｄ 13,519,731,583 16,166,117,114 △ 2,646,385,531 △16.4

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 2,116,182,079 1,157,910,142 958,271,937 82.8

前年度実質収支額 Ｆ 1,157,910,142 389,626,443 ― ―

単年度収支額Ｅ－Ｆ＝Ｇ 958,271,937 768,283,699 189,988,238 24.7

積 立 額 Ｈ 25,640,195 58,349,000 △ 32,708,805 △56.1

繰 上 償 還 額 Ｉ 0 0 0 0

積 立 金 取 崩 額 Ｊ 0 0 0 0

実質単年度収支額

Ｇ＋Ｈ＋Ｉ－Ｊ＝Ｋ 983,912,132 826,632,699 157,279,433 19.0

○ 歳入総額は、５，３６８億２，３５６万５，４７５円

歳出総額は、５，２１１億８，７６５万１，８１３円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より２２１億６，１１０万円余、４．０％の減、歳出は、２０４億

７，２９８万円余、３．８％の減とそれぞれ前年度を下回ることとなった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支）は、１５６億３，５９１万円余で、平成１２年度への繰越財源額

１３５億１，９７３万円余を差し引いた実質収支額は、２１億１，６１８万円余の黒字となった。

○ 平成１１年度の実質収支額から、前年度実質収支額の１１億５，７９１万円余を差し引いた

単年度収支額は、９億５，８２７万円余の黒字となった。

さらに、単年度収支額に積立額２，５６４万円余を加えた実質単年度収支は、９億８，３９１

万円余となり、７年連続で黒字となった。
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（歳入の状況）

○ 総 括

予 算 現 額 ５，８９４億８，２３０万３，７９２円

調 定 額 ５，４１３億５，２０３万９，４８２円

収 入 済 額 ５，３６８億２，３５６万５，４７５円

不 納 欠 損 額 ２億１，３５７万９，３５０円

収 入 未 済 額 ４３億１，４８９万４，６５７円

収入割合は、予算現額に対し９１．１％、調定額に対し９９．２％となった。

（前年度収入割合 対予算現額９１．０％ 対調定額９９．２％）

また、収入済額を前年度に比べると、２２１億６，１１０万円余、４．０％の減となった。

（前年度伸び率 ６．９％）

不納欠損は、法令等に根拠が置かれるもので、既に調定された歳入で徴収ができないと認定

されたものであるが、このうち主なものは県税である。

収入未済は、調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８７．６％、

使用料及び手数料（県営住宅使用料等）が７．２％を占めている。

○ 主なもの

県 税

収入済額は、９２１億３，０９１万円余で、前年度に比べ、額で１０７億１，０９５万円余、

率で１０．４％の減となった。

これは、法人県民税 １２億５，７５０万円（１９．８％）、

法人事業税 ８３億１，９１３万円（２７．０％）、

地方消費税 ６億 ２８万円（ ５．８％）、

不動産取得税 ６億７，４３９万円（１５．０％）の減等によるものである。

地方消費税清算金

収入済額は、１６９億３３０万円余で、前年度に比べ、額で１２億９，４７５万円余、

率で７．１％の減となった。

地方譲与税

収入済額は、１２億５，００１万円余で、前年度に比べ、額で１，７４９万円、率で

１．４％の増となった。

これは、地方道路譲与税 １，６８２万円の増等によるものである。

地方特例交付金

収入済額は、８億２２０万円余となった。

平成１１年度に創設されたものである。
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地方交付税

収入済額は、１，６７６億５，５９１万円で、前年度に比べ、額で１９５億７，９６６万円、

率で１３．２％の増となった。

分担金及び負担金

収入済額は、９２億６，５２８万円余で、前年度に比べ、額で４億１，０７２万円余、

率で４．２％の減となった。

これは、農地費負担金（土地改良費負担金等） ３億２，７８２万円、林業費負担金

３，９００万円、河川砂防費負担金 ３，９３４万円の減等によるものである。

使用料及び手数料

収入済額は、８９億１５７万円余で、前年度に比べ、額で３億１，０５１万円余、

率で３．６％の増となった。

これは、県営住宅使用料 ６，７７６万円、証紙収入 ２億６，０６３万円の増等によ

るものである。

国庫支出金

収入済額は、１，２１３億７，１８２万円余で、前年度に比べ、額で６億６，７６０万円余、

率で０．５％の減となった。

これは、農林水産業費国庫補助金 １４億６，９１４万円、労働費国庫補助金 ６億

２２６万円の増、民生費国庫補助金 ４億４，１７４万円、土木費国庫補助金 １８億

１７８万円、教育費国庫補助金 ４億２，８３３万円 選挙費国庫委託金 ５億７８７万

円の減等によるものである。

財 産 収 入

収入済額は、８億５，４７０万円余で、前年度に比べ、額で９，２９８万円余、

率で９．８％の減となった。

これは、不動産売払収入 ６，６４６万円の増、利子及び配当金 １億４，５０５万円

の減等によるものである。
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繰 入 金

収入済額は、６億６，３５４万円余で、前年度に比べ、額で３億４，３２０万円余、

率で１０７．１％の増となった。

これは、緊急地域雇用特別基金繰入金 ２億５，５２２万円、市町村振興資金特別会計

繰入金 ３億円の皆増、流域下水道事業特別会計繰入金 ８，９５８万円、農業改良資金

特別会計繰入金 １億３，５７８万円の減等によるものである。

諸 収 入

収入済額は、１８２億７，０９３万円余で、前年度に比べ、額で１５１億８，０５５万円余、

率で４５．４％の減となった。

これは、雑入 ２９億８，２００万円の増、貸付金等償還金 １８１億１，０１０万円

の減等によるものである。

県 債

収入済額は、８０８億６，９００万円で、前年度に比べ、額で１７２億３，８００万円、

率で１７．６％の減となった。

これは、一般補助事業債 ４２億１，８００万円、

災害復旧事業債 ７，５００万円、

単独事業債 １０８億８，０００万円、

減税補てん債 ２０億６，５００万円の減によるものである。
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（歳出の状況）

○ 総 括

予 算 現 額 ５，８９４億８，２３０万３，７９２円

支 出 済 額 ５，２１１億８，７６５万１，８１３円

繰 越 額 ６００億３，６２１万１，１４５円

不 用 額 ８２億５，８４４万 ８３４円

歳出決算額は、前年度決算額に比べ２０４億７，２９８万円余、３．８％の減となっている。

（前年度伸び率 ６．６％増）

予算現額に対する執行率は、８８．４％であり、前年度の執行率８８．２％に比べ、０．２

ポイントの増となっている。

○ 主なもの

総 務 費

支出済額は、２９４億１，０７５万円余で、前年度に比べ、額で３８億８，３３８万円余、

率で１５．２％の増となった。

これは、境川土捨場用地取得費 ４０億５，５７６万円の皆増、法人二税等償還金

１２億１，１２３万円の増、甲府西武跡地取得活用事業費 １９億５８１万円の減等によ

るものである。

民 生 費

支出済額は、３０７億７５２万円余で、前年度に比べ、額で２，７０６万円余、

率で０．１％の減となった。

これは、老人医療費 ４億５，１５７万円、在宅老人対策費 ２億４，０６４万円、

育精福祉センター建設事業費 １億６，０８９万円の増、老人福祉施設整備費 ８億

５，７５５万円の減等によるものである。

衛 生 費

支出済額は、１２１億１６７万円余で、前年度に比べ、額で２億５，９０５万円余、

率で２．１％の減となった。

これは、病院事業会計繰出金 ４億１，６３３万円の増、動物管理センター整備事業費

５億６，７１０万円、災害医療対策費 ９，２８８万円の減等によるものである。
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労 働 費

支出済額は、３３億１，２６７万円余で、前年度に比べ、額で１３億２，８８６万円余、

率で２８．６％の減となった。

これは、緊急地域雇用特別基金積立金 １１億２，４００万円の皆増、産業技術短期

大学校管理費 ２億４，６７０万円の増、産業技術短期大学校建設事業費 ２５億

７，６４３万円の皆減等によるものである。

農林水産業費

支出済額は、７２９億１，５１３万円余で、前年度に比べ、額で１９億５，２５４万円余、

率で２．６％の減となった。

これは、やまなしの花総合振興対策費 １０億９，２７４万円、山村振興等農林漁業対

策事業費 １０億５，８２６万円の増、フラワーセンター整備事業費 １７億３２７万円

、土地改良費 ２１億７２６万円の減等によるものである。

商 工 費

支出済額は、１９０億３，７０７万円余で、前年度に比べ、額で９２億２，６１８万円余、

率で３２.６％の減となった。

これは、開放型研究開発支援施設整備事業費 １２億９，１８４万円の増、資金対策費

７０億４，８２７万円、商工業振興資金特別会計への繰出金 １６億７，５１６万円の減

、富士ビジターセンター整備費 ８億７，５７２万円の皆減等によるものである。

土 木 費

支出済額は、１，３９８億７，４６９万円余で、前年度に比べ、額で１３３億５，２１０万

円余、率で８．７％の減となった。

これは、道路橋りょう費 ６１億３，１６６万円、河川砂防費 ２６億２，２６８万円

、住宅費 ２３億１，２７４万円の減等によるものである。

警 察 費

支出済額は、２３１億６，４６４万円余で、前年度に比べ、額で１億６，７５６万円余、

率で０．７％の増となった。

これは、警察官待機宿舎建設費 ３億２，４９７万円の増、石和警察署建設費 ２億

８，０５７万円の減等によるものである。
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教 育 費

支出済額は、９６４億１，９４５万円余で、前年度に比べ、額で３２億３，５７１万円余、

率で３．２％の減となった。

これは、スケート競技施設建設事業費 １０億８，７０１万円の増、高校施設整備費

２５億７６４万円、美術館収蔵施設等整備事業費 １０億３，４６０万円の減等によるも

のである。

災害復旧費

支出済額は、２７億７，５９７万円余で、前年度に比べ、額で２億７，０１９万円余、

率で８．９％の減となった。

これは、農林水産施設災害復旧費 １億６，８４５万円の増、土木施設災害復旧費

１億６，９５６万円の減、文教施設災害復旧費 ２億６，９０９万円の皆減によるもので

ある。

公 債 費

支出済額は、６６８億４，２２９万円余で、前年度に比べ、額で７１億７，３６１万円余、

率で１２．０％の増となった。

これは、一般公共事業債 ２７億５，１５７万円、一般単独事業債 ４９億２，２５０

万円の増等によるものである。

諸支出金

支出済額は、２３５億６，１２３万円余で、前年度に比べ、額で２０億４，５４７万円余、

率で８．０％の減となった。

これは、他都道府県への地方消費税清算金 ９億１，００７万円、市町村への地方消費

税交付金 ６億５，０９０万円、自動車取得税交付金 ２億１１３万円の減等である。
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２ 特別会計決算の概況

（単位：円、％）

区 分 １１ 年 度 １０ 年 度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 177,184,914,648 180,976,590,496 △ 3,791,675,848 △ 2.1

歳 出 総 額 Ｂ 166,692,935,511 172,556,764,790 △ 5,863,829,279 △ 3.4

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ 10,491,979,137 8,419,825,706 2,072,153,431 24.6

（形式収支額） ＝Ｃ

翌年度繰越財源額 Ｄ 880,325,779 1,766,325,863 △ 886,000,084 △50.2

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 9,611,653,358 6,653,499,843 2,958,153,515 44.5

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。

○ 歳入総額は、１，７７１億８，４９１万４，６４８円

歳出総額は、１，６６６億９，２９３万５，５１１円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より３７億９，１６７万円余、２．１％の減、歳出は、５８億

６，３８２万円余、３．４％の減となった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１０４億９，１９７万円余で、平成１２年度への

繰越財源額８億８，０３２万円余を差し引いた実質収支額は、９６億１，１６５万円余

となり、１０会計が黒字、２会計が収支同額となった。

○ 歳入のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、１２２億８，０４２万円余で、前年度に比べ、額で４０億

１，７２４万円余、率で２４．６％の減となった。

（ 財産売払収入 ５億６，３０４万円、基金繰入金 ８億２，０００万円、繰越金

６億４３８万円、県債 ２２億７，６００万円の減等による。）

・ 中小企業近代化資金特別会計は、９４億３，０３４万円余で、前年度に比べ、額で

２４億９，７７６万円余、率で３６．０％の増となった。

（ 繰越金 ４億２，０７７万円、高度化資金貸付金償還金 １０億７，７２７万円、

県債 １２億４，１１３万円の増、繰入金 １億３，１７６万円の減等による。）

・ 商工業振興資金特別会計は、４１億６，１８０万円余で、前年度に比べ、額で１７億

３，５８１万円余、率で２９．４％の減となった。

（ 繰入金 １６億７，５１６万円の皆減等による。）

・ 流域下水道事業特別会計は、１９４億５，９２４万円余で、前年度に比べ、額で１億

１，５６１万円余、率で０．６％の増となった。

（ 県補助金 ４億１，５２７万円、繰入金 １億７，４６４万円、繰越金 １１億

２，７３４万円の増、負担金 １４億６，２２７万円の減等による。）
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○ 歳出のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、９３億４，７５５万円余で、前年度に比べ、額で４２億

９，８５２万円余、率で３１．５％の減となった。

（ 公債費 １億７，４２０万円の増、保護管理費 ３８億２，９３３万円、造林費 １億

４，０６４万円、林道費 ３億９，１２２万円、交付金 １億３，２５９万円の減等によ

る。）

・ 中小企業近代化資金特別会計は、７２億４，６４９万円余で、前年度に比べ、額で２０億

５，３５８万円余、率で３９．５％の増となった。

（ 機械類貸与資金貸付金 ２億７，１５７万円、高度化資金貸付金 １８億５８４万円の

増等による。）

・ 商工業振興資金特別会計は、１１億５５３万円余で、前年度に比べ、額で３２億

２，５４６万円余、率で７４．５％の減となった。

（ 商工業振興資金貸付金 ３２億２，５４６万円の減による。）

・ 流域下水道事業特別会計は、１７９億８，５２４万円余で、前年度に比べ、額で６億

６，２５６万円余、率で３．８％の増となった。

（ 流域下水道建設費 ４億６，９１３万円、公債費 ２億９０７万円の増等による。）


